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議案第４号 

 

令 和 ６ 年 度 北 本 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 

 

 令和６年度北本市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，４３５，２００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 

 「第２表 債務負担行為」による。 
 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２００，０００千円と 

定める。 
 
 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することがで

 きる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

 各項の間の流用とする。 
 
   令和６年２月２０日 提出 

 

 

                                   北本市長 三 宮 幸 雄 

－333－ 
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 ― 1 ― 

款 項 金 　 　 　 額

歳　入
歳 入 歳 出 予 算第 １ 表

(単位　千円)

 1 国民健康保険税 1,140,987

 1 国民健康保険税 1,140,987

 2 使用料及び手数料 1

 1 手数料 1

 3 県支出金 4,657,070

 1 県補助金 4,657,069

 2 財政安定化基金交付金 1

 4 財産収入 153

 1 財産運用収入 153

 5 繰入金 606,941

 1 他会計繰入金 386,902

 2 基金繰入金 220,039

 6 繰越金 1

 1 繰越金 1

 7 諸収入 30,047

 1 延滞金、加算金及び過料 20,003

 2 雑入 10,044

歳 　 　 　 入 　 　 　 合 　 　 　 計 6,435,200
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款 項 金 　 　 　 額

歳　出 (単位　千円)

 1 総務費 111,509

 1 総務管理費 106,966

 2 徴税費 4,081

 3 運営協議会費 462

 2 保険給付費 4,574,364

 1 療養諸費 3,971,110

 2 高額療養費 580,546

 3 移送費 101

 4 出産育児諸費 16,507

 5 葬祭諸費 6,000

 6 傷病手当諸費 100

 3 国民健康保険事業費納付金 1,647,763

 1 医療給付費分 1,097,257

 2 後期高齢者支援金等分 419,448

 3 介護納付金分 131,058

 4 保健事業費 81,011

 1 保健事業費 16,015

 2 特定健康診査等事業費 64,996

 5 基金積立金 153

 1 基金積立金 153
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 ― 2 ― 

款 項 金 　 　 　 額

 6 公債費 1

 1 公債費 1

 7 諸支出金 10,399

 1 償還金及び還付加算金 10,399

 8 予備費 10,000

 1 予備費 10,000

歳 　 　 　 出 　 　 　 合 　 　 　 計 6,435,200
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（単位　千円）
事　　　　　　　　　　項 期　　間 限　　　　　度　　　　　額

令和６年度 4,660
│

令和７年度

第　２　表　　 債　 務 　負　 担 　行　 為

特定健診等委託業務（特定保健指導分）
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予 算 に 関 す る 説 明 書                     
 





歳　入 （単位　千円）
月　　日 月　　日 月　　日 月　　日 月　　日

補正予算額 補正予算額 補正予算額 補正予算額 補正予算額
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計

6,435,200

30,047

歳　入　合　計

諸 収 入

繰 越 金

令 和 ６ 年 度 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 整 理 表

1

4,657,070

153

2

6 1

7

款 区　分 当初予算額

1 1,140,987国 民 健 康 保 険 税

5 繰 入 金 606,941

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金3

4

－ 299 －
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－ 300 －

歳　出 （単位　千円）
月　　日 月　　日 月　　日 月　　日 月　　日

補正予算額 補正予算額 補正予算額 補正予算額 補正予算額
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計
補　正
累　計

総 務 費

81,011

153

1,647,763

10,399

5

8

基 金 積 立 金

国民健康保険事業費納付金

保 険 給 付 費 4,574,364

7

公 債 費

6,435,200歳　出　合　計

諸 支 出 金

予 備 費 10,000

16

区　分 当初予算額

111,509

款

4

3

1

2

保 健 事 業 費
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 ― 1 ― 

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 　 　 　 　 較

（ 歳 入 ）

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総 　 括

（単位　千円）

国民健康保険税 1,140,987 1,244,232 △103,245  1

使用料及び手数料 1 1 0  2

県支出金 4,657,070 4,532,837 124,233  3

財産収入 153 116 37  4

繰入金 606,941 551,366 55,575  5

繰越金 1 1 0  6

諸収入 30,047 30,047 0  7

6,435,200 6,358,600 76,600歳 　 入 　 合 　 計
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 ― 1 ― 

款

本 年 度
　 　 　
　 　 　
予 算 額

前 年 度
　 　 　
　 　 　
予 算 額

比    較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特      定      財      源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

（ 歳 出 ） （単位　千円）

総務費 111,509 105,628 5,881 5,412 1 106,096  1

保険給付費 4,574,364 4,456,688 117,676 4,549,598 24,766  2

国民健康保険事業費納付金 1,647,763 1,699,280 △51,517 77,152 1,570,611  3

保健事業費 81,011 76,476 4,535 24,908 40 56,063  4

基金積立金 153 116 37 153  5

公債費 1 1 0 1  6

諸支出金 10,399 10,409 △10 10,399  7

予備費 10,000 10,000 0 10,000  8

共同事業拠出金 0 2 △2 △

歳  　出　 合　  計 6,435,200 6,358,600 76,600 4,657,070 194 1,777,936
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２　歳　入

（単位　千円）

 ─ 1 ─ 

第  1 款　国民健康保険税 第  1 項　国民健康保険税

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 一般被保険 1,140,957 1,244,173 △103,216  1 医療給付費 742,045 医療給付費分現年課税分

者国民健康 分現年課税 　　調定見込額　　　    　797,898

保険税 分 　　徴収率　　　　　　      93.0%

　　徴収見込額　 　 　    742,045

 2 後期高齢者 276,832 後期高齢者支援金分現年課税分

支援金分現 　　調定見込額　　      　297,669

年課税分 　　徴収率　　　　　        93.0%

　　徴収見込額　　　      276,832

 3 介護納付金 92,857 介護納付金分現年課税分

分現年課税 　　調定見込額　　       　99,847

分 　　徴収率　　　　　        93.0%

　　徴収見込額　　　     　92,857

 4 医療給付費 19,094 医療給付費分滞納繰越分

分滞納繰越 　　調定見込額　　      　141,442

分 　　徴収率　　　　      　  13.5%

　　徴収見込額　      　 　19,094

 5 後期高齢者 6,843 後期高齢者支援金分滞納繰越分

支援金分滞 　　調定見込額　      　　 50,691

納繰越分 　　徴収率　　 　           13.5%

　　徴収見込額　　        　6,843

 6 介護納付金 3,286 介護納付金分滞納繰越分

分滞納繰越 　　調定見込額　　       　24,342

分 　　徴収率　　　　       　 13.5%

　　徴収見込額　　       　 3,286

 2 退職被保険 30 59 △29  1 医療給付費 24 医療給付費分滞納繰越分

者等国民健 分滞納繰越 　　調定見込額　　　          177

康保険税 分 　　徴収率　　　　        　14.0%

　　徴収見込額　　         　　24
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 ─ 2 ─ 

第  1 款　国民健康保険税 第  1 項　国民健康保険税

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 2 後期高齢者 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分

支援金分滞 　　調定見込額　　　　      　  2

納繰越分 　　徴収率　　　　    　　　14.0%

　　徴収見込額　　    　　      1

 3 介護納付金 5 介護納付金分滞納繰越分

分滞納繰越 　　調定見込額　　        　　 38

分 　　徴収率　　　　          14.0%

　　徴収見込額　　        　　  5

計 1,140,987 1,244,232 △103,245

第  2 款　使用料及び手数料 第  1 項　手数料

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 督促手数料 1 1 0  1 督促手数料 1 保険税督促手数料

計 1 1 0

第  3 款　県支出金 第  1 項　県補助金

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 保険給付費 4,657,069 4,532,836 124,233  1 普通交付金 4,549,598 普通交付金

等交付金  2 特別交付金 107,471 特別交付金

計 4,657,069 4,532,836 124,233
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 ─ 3 ─ 

第  3 款　県支出金 第  2 項　財政安定化基金交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 財政安定化 1 1 0  1 財政安定化 1 財政安定化基金交付金

基金交付金 基金交付金

計 1 1 0

第  4 款　財産収入 第  1 項　財産運用収入

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 利子及び配 153 116 37  1 利子及び配 153 国民健康保険財政調整基金利子

当金 当金

計 153 116 37
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 ─ 4 ─ 

第  5 款　繰入金 第  1 項　他会計繰入金

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 一般会計繰 386,902 396,813 △9,911  1 保険基盤安 232,453 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 138,158

入金 定繰入金 保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 94,295

 2 未就学児均 2,437 未就学児均等割保険税繰入金

等割保険税

繰入金

 3 職員給与費 114,608 職員給与費等繰入金 83,219

等繰入金 事務費繰入金 31,389

 4 産前産後保 2,697 産前産後保険税繰入金

険税繰入金

 5 出産育児一 11,000 出産育児一時金繰入金

時金繰入金

 6 財政安定化 23,707 財政安定化支援事業繰入金

支援事業繰

入金

計 386,902 396,813 △9,911

第  5 款　繰入金 第  2 項　基金繰入金

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 国民健康保 220,039 154,553 65,486  1 国民健康保 220,039 国民健康保険財政調整基金繰入金

険財政調整 険財政調整

基金繰入金 基金繰入金

計 220,039 154,553 65,486
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 ─ 5 ─ 

第  6 款　繰越金 第  1 項　繰越金

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 繰越金 1 1 0  1 繰越金 1 前年度繰越金

計 1 1 0

第  7 款　諸収入 第  1 項　延滞金、加算金及び過料

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 一般被保険 19,500 19,500 0  1 一般被保険 19,500 保険税延滞金

者延滞金 者延滞金

 2 退職被保険 500 500 0  1 退職被保険 500 保険税延滞金

者等延滞金 者等延滞金

 3 一般被保険 1 1 0  1 一般被保険 1 加算金

者加算金 者加算金

 4 退職被保険 1 1 0  1 退職被保険 1 加算金

者等加算金 者等加算金

 5 過料 1 1 0  1 過料 1 過料

計 20,003 20,003 0
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 ─ 6 ─ 

第  7 款　諸収入 第  2 項　雑入

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 滞納処分費 1 1 0  1 滞納処分費 1 滞納処分費

　　　

 2 一般被保険 10,000 10,000 0  1 一般被保険 10,000 第三者納付金

者第三者納 者第三者納

付金 付金

 3 退職被保険 1 1 0  1 退職被保険 1 第三者納付金

者等第三者 者等第三者

納付金 納付金

 4 一般被保険 1 1 0  1 一般被保険 1 返納金

者返納金 者返納金

 5 退職被保険 1 1 0  1 退職被保険 1 返納金

者等返納金 者等返納金

 6 雑入 40 40 0  1 雑入 40 雑入

計 10,044 10,044 0
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３　歳　出

（単位　千円）

 ─ 1 ─ 

第  1 款　総務費 第  1 項　総務管理費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般管理費 106,196 100,283 5,913 県補 5,412 100,784  2 給料

83,219 41,471 職員人件費        （総務課） 83,219

 3 職員手当等   2給料 41,471

24,538    　一般職給

 4 共済費    　　１１人

12,207   3職員手当等 24,538

 8 旅費    　扶養手当 954

21    　地域手当 2,614

10 需用費    　通勤手当 936

518    　管理職手当 1,140

11 役務費    　時間外勤務手当 1,210

5,674    　期末手当 9,628

12 委託料    　・一般職期末手当

16,270    　勤勉手当 8,056

18 負担金補助    　・一般職勤勉手当

及び交付金   4共済費 12,207

5,497    　市町村職員共済組合負担金 12,111

   　地方公務員災害補償基金負担金 96

 18負担金補助及び交付金 5,003

   　職員退職手当負担金

県補 5,412 17,565 国民健康保険業務経費

                  （保険年金課） 22,977

  8旅費 21

   　職員旅費 18

   　会計年度任用職員旅費 3

 10需用費 518

   　消耗品費 399

   　印刷製本費 119

 11役務費 5,674

   　郵便料 5,222

   　通信運搬費 162
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 ─ 2 ─ 

第  1 款　総務費 第  1 項　総務管理費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

   　・通信料 69

   　・ネットワーク使用料 93

   　諸手数料 290

   　・損害賠償求償事務共同処理支払手数

   　　料

 12委託料 16,270

   　電算処理業務委託料 16,006

   　事務機器等管理委託料 264

 18負担金補助及び交付金 494

   　負担金

   　・オンライン資格確認等運営負担金

 2 連合会負担 770 820 △50 770 18 負担金補助

金 770 及び交付金 連合会負担事業経費（保険年金課） 770

770  18負担金補助及び交付金 770

   　負担金

   　・埼玉県国保団体連合会負担金

計 106,966 101,103 5,863 5,412 101,554
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 ─ 3 ─ 

第  1 款　総務費 第  2 項　徴税費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 賦課徴収費 4,080 3,989 91 手 1 4,079 10 需用費

手 1 1,038 274 徴収業務経費      （税務課） 1,039

11 役務費  10需用費 61

2,348    　消耗品費 8

12 委託料    　印刷製本費 53

1,458  11役務費 978

   　郵便料

3,041 賦課業務経費      （保険年金課） 3,041

 10需用費 213

   　消耗品費 9

   　印刷製本費 204

 11役務費 1,370

   　郵便料

 12委託料 1,458

   　電算処理業務委託料

 2 滞納処分費 1 1 0 1 10 需用費

1 1 滞納処分業務経費  （税務課） 1

 10需用費 1

   　消耗品費

計 4,081 3,990 91 1 4,080
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 ─ 4 ─ 

第  1 款　総務費 第  3 項　運営協議会費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 運営協議会 462 535 △73 462  1 報酬

費 462 435 協議会運営経費    （保険年金課） 462

 8 旅費   1報酬 435

5    　非常勤特別職員報酬

18 負担金補助    　・市町村の国民健康保険事業の運営に

及び交付金    　　関する協議会委員報酬

22    　　１３人

  8旅費 5

   　委員旅費

 18負担金補助及び交付金 22

   　負担金

   　・埼玉県国保協議会負担金

計 462 535 △73 462
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 ─ 5 ─ 

第  2 款　保険給付費 第  1 項　療養諸費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 3,925,780 3,866,049 59,731 県補 3,925,780 18 負担金補助

者療養給付 県補 3,925,780 及び交付金 一般被保険者療養給付事業経費

費 3,925,780                   （保険年金課） 3,925,780

 18負担金補助及び交付金 3,925,780

   　療養給付費負担金

 2 退職被保険 1 1 0 県補 1 18 負担金補助

者等療養給 県補 1 及び交付金 退職被保険者等療養給付事業経費

付費 1                   （保険年金課） 1

 18負担金補助及び交付金 1

   　療養給付費負担金

 3 一般被保険 32,963 39,792 △6,829 県補 32,963 18 負担金補助

者療養費 県補 32,963 及び交付金 一般被保険者療養費支給事業経費

32,963                   （保険年金課） 32,963

 18負担金補助及び交付金 32,963

   　療養費負担金

 4 退職被保険 1 1 0 県補 1 18 負担金補助

者等療養費 県補 1 及び交付金 退職被保険者等療養費支給事業経費

1                   （保険年金課） 1

 18負担金補助及び交付金 1

   　療養費負担金

 5 審査手数料 12,365 12,464 △99 県補 10,206 2,159 12 委託料

県補 10,206 2,159 12,365 審査支払手数料事業経費

                  （保険年金課） 12,365

 12委託料 12,365

   　諸委託料

   　・調査業務委託料 85

   　・審査支払手数料 10,799

   　・診療報酬明細書内容点検委託料 1,481

計 3,971,110 3,918,307 52,803 3,968,951 2,159
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 ─ 6 ─ 

第  2 款　保険給付費 第  2 項　高額療養費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 579,830 512,705 67,125 県補 579,830 18 負担金補助

者高額療養 県補 579,830 及び交付金 一般被保険者高額療養費支給事業経費

費 579,830                   （保険年金課） 579,830

 18負担金補助及び交付金 579,830

   　高額療養費負担金

 2 退職被保険 1 1 0 県補 1 18 負担金補助

者等高額療 県補 1 及び交付金 退職被保険者等高額療養費支給事業経費

養費 1                   （保険年金課） 1

 18負担金補助及び交付金 1

   　高額療養費負担金

 3 一般被保険 714 970 △256 県補 714 18 負担金補助

者高額介護 県補 714 及び交付金 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業経費

合算療養費 714                   （保険年金課） 714

 18負担金補助及び交付金 714

   　高額療養費負担金

 4 退職被保険 1 1 0 県補 1 18 負担金補助

者等高額介 県補 1 及び交付金 退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業経

護合算療養 1 費                （保険年金課） 1

費  18負担金補助及び交付金 1

   　高額療養費負担金

計 580,546 513,677 66,869 580,546
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 ─ 7 ─ 

第  2 款　保険給付費 第  3 項　移送費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 100 100 0 県補 100 18 負担金補助

者移送費 県補 100 及び交付金 一般被保険者移送費支給事業経費

100                   （保険年金課） 100

 18負担金補助及び交付金 100

   　移送負担金

 2 退職被保険 1 1 0 県補 1 18 負担金補助

者等移送費 県補 1 及び交付金 退職被保険者等移送費支給事業経費

1                   （保険年金課） 1

 18負担金補助及び交付金 1

   　移送負担金

計 101 101 0 101

第  2 款　保険給付費 第  4 項　出産育児諸費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 出産育児一 16,507 16,507 0 16,507 11 役務費

時金 16,507 7 出産育児一時金支給事業経費

18 負担金補助                   （保険年金課） 16,507

及び交付金  11役務費 7

16,500    　諸手数料

   　・支払手数料

 18負担金補助及び交付金 16,500

   　出産育児一時金

計 16,507 16,507 0 16,507
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 ─ 8 ─ 

第  2 款　保険給付費 第  5 項　葬祭諸費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 葬祭費 6,000 6,500 △500 6,000 18 負担金補助

6,000 及び交付金 葬祭費支給事業経費（保険年金課） 6,000

6,000  18負担金補助及び交付金 6,000

   　葬祭費補助金

計 6,000 6,500 △500 6,000

第  2 款　保険給付費 第  6 項　傷病手当諸費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 傷病手当費 100 1,596 △1,496 100 18 負担金補助

100 及び交付金 傷病手当費支給事業経費

100                   （保険年金課） 100

 18負担金補助及び交付金 100

   　傷病手当金

   　・新型コロナウイルス感染症傷病手当

   　　金

計 100 1,596 △1,496 100
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 ─ 9 ─ 

第  3 款　国民健康保険事業費納付金 第  1 項　医療給付費分

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 1,097,257 1,122,598 △25,341 県補 77,151 1,020,105 18 負担金補助

者医療給付 財交 1 及び交付金

費分 県補 77,151 1,020,105 1,097,257 一般被保険者医療給付費分納付事業経費

財交 1                   （保険年金課） 1,097,257

 18負担金補助及び交付金 1,097,257

   　一般被保険者医療給付費分納付金

△ 退職被保険 0 48 △48

者等医療給

付費分

計 1,097,257 1,122,646 △25,389 77,152 1,020,105

第  3 款　国民健康保険事業費納付金 第  2 項　後期高齢者支援金等分

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 419,448 436,380 △16,932 419,448 18 負担金補助

者後期高齢 419,448 及び交付金 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付事業経

者支援金等 419,448 費                （保険年金課） 419,448

分  18負担金補助及び交付金 419,448

   　一般被保険者後期高齢者支援金等分納

   　付金

△ 退職被保険 0 1 △1

者等後期高

齢者支援金

等分

計 419,448 436,381 △16,933 419,448
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 ─ 10 ─ 

第  3 款　国民健康保険事業費納付金 第  3 項　介護納付金分

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 介護納付金 131,058 140,253 △9,195 131,058 18 負担金補助

分 131,058 及び交付金 介護納付金分納付事業経費

131,058                   （保険年金課） 131,058

 18負担金補助及び交付金 131,058

   　介護納付金分納付金

計 131,058 140,253 △9,195 131,058
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 ─ 11 ─ 

第  4 款　保健事業費 第  1 項　保健事業費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 疾病予防費 16,015 18,048 △2,033 県補 4,610 諸 40 11,365  7 報償費

県補 4,610 諸 40 11,365 50 疾病予防事業経費  （保険年金課） 16,015

10 需用費   7報償費 50

401    　謝礼

11 役務費  10需用費 401

3,589    　消耗品費 86

12 委託料    　印刷製本費 315

801  11役務費 3,589

18 負担金補助    　郵便料 3,530

及び交付金    　諸手数料 59

11,174    　・データ作成手数料

 12委託料 801

   　諸委託料

   　・健(検)診委託料

 18負担金補助及び交付金 11,174

   　負担金 3,774

   　・糖尿病性腎症重症化予防共同事業負

   　　担金

   　補助金 7,400

   　・人間ドック検診等補助金

計 16,015 18,048 △2,033 4,610 40 11,365
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 ─ 12 ─ 

第  4 款　保健事業費 第  2 項　特定健康診査等事業費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 特定健康診 64,996 58,428 6,568 県補 20,298 44,698  8 旅費

査等事業費 県補 20,298 44,698 7 特定健康診査等事業費

10 需用費                   （保険年金課） 64,996

672   8旅費 7

11 役務費    　職員旅費

1,562  10需用費 672

12 委託料    　消耗品費 318

62,666    　印刷製本費 354

13 使用料及び  11役務費 1,562

賃借料    　郵便料

40  12委託料 62,666

18 負担金補助    　諸委託料

及び交付金    　・特定健診データ管理システム委託料 903

49    　・特定健診受診券等作成委託料 921

   　・特定健診等委託料 60,085

   　・特定健診未受診者用受診勧奨委託料 757

 13使用料及び賃借料 40

   　使用料

   　・ライセンス使用料

 18負担金補助及び交付金 49

   　負担金

   　・特定健康診査等共同広報事業負担金

計 64,996 58,428 6,568 20,298 44,698
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 ─ 13 ─ 

第  5 款　基金積立金 第  1 項　基金積立金

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 国民健康保 153 116 37 財 153 24 積立金

険財政調整 財 153 153 国民健康保険財政調整基金積立金事業経費

基金積立金                   （保険年金課） 153

 24積立金 153

   　国民健康保険財政調整基金積立金

計 153 116 37 153

第  6 款　公債費 第  1 項　公債費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 利子 1 1 0 1 22 償還金利子

1 及び割引料 一時借入金償還費  （保険年金課） 1

1  22償還金利子及び割引料 1

   　一時借入金利子償還金

計 1 1 0 1
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 ─ 14 ─ 

第  7 款　諸支出金 第  1 項　償還金及び還付加算金

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 一般被保険 9,960 9,960 0 9,960 22 償還金利子

者保険税還 9,960 及び割引料 一般被保険者保険税還付事業経費

付金 9,960                   （保険年金課） 9,960

 22償還金利子及び割引料 9,960

   　還付・返納金

   　・還付金

 2 退職被保険 36 45 △9 36 22 償還金利子

者等保険税 36 及び割引料 退職被保険者等保険税還付事業経費

還付金 36                   （保険年金課） 36

 22償還金利子及び割引料 36

   　還付・返納金

   　・還付金

 3 一般被保険 400 400 0 400 22 償還金利子

者保険税還 400 及び割引料 一般被保険者保険税還付加算事業経費

付加算金 400                   （保険年金課） 400

 22償還金利子及び割引料 400

   　還付・返納金

   　・還付加算金

 4 退職被保険 2 3 △1 2 22 償還金利子

者等保険税 2 及び割引料 退職被保険者等保険税還付加算事業経費

還付加算金 2                   （保険年金課） 2

 22償還金利子及び割引料 2

   　還付・返納金

   　・還付加算金

 5 保険給付費 1 1 0 1 22 償還金利子

等交付金償 1 及び割引料 保険給付費等交付金償還金

還金 1                   （保険年金課） 1

 22償還金利子及び割引料 1

   　償還金

計 10,399 10,409 △10 10,399
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 ─ 15 ─ 

第  8 款　予備費 第  1 項　予備費

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 1 予備費 10,000 10,000 0 10,000 　

　

　

　

計 10,000 10,000 0 10,000

第 △ 款　共同事業拠出金 第 △ 項　共同事業拠出金

目 本年度 前年度 比　較

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

△ 共同事業拠 0 2 △2

出金

計 0 2 △2
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１　特別職

期末手当
(年間支給月分)

計 13 435 435 435

計 13 508 508 508

計 0 △73 △73 △73 

△73 

議　　員

△73 

比　較

長　　等

その他の
特 別 職

0 △73 

508 508
その他の
特 別 職

13 508

議　　員
前年度

長　　等

435 435
その他の
特 別 職

13 435

議　　員

給  料 地域手当
その他
の手当

計

本年度

長　　等

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位　千円）

区　　　分
職員数
（人）

給                与                費

共 済 費
退職手当
負担金

合   計 備   考
報  酬

− 328−



２　一般職

　（１）　総括 (単位　千円)

154 0 0 235 228 

1,140 1,210 9,393 7,828の 内 訳 前年度 714 2,598 336 782

比  較 240 16 △336 

1,140 1,210 9,628 8,056

管 理 職
手    当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
管理職員
特別勤務
手　　当

本年度 954 2,614 0 936

590 

※ （   ）内は暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き

(単位　千円)

職 員 手 当
区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手  　当

0 41 537 578 233 △221 
比 較

(△1)

10 41,430 24,001 65,431 11,974 5,224 82,629

5,003 83,219

前 年 度
(  2)

10 41,471 24,538 66,009 12,207

備   考
報   酬 給   料 職員手当 計

本 年 度
(  1)

区 分
職員数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
共  済  費

退職手当
負担金

合   計
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位　千円）

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

職員の異動状況

10 人

10 人

0 人

期末勤勉手当 429 

期末勤勉手当 238 

昇給に伴う増加分 496 地域手当 67 

比  較

職員手当 537 給与改定に伴う増減分 274 地域手当 36 

1,103 

その他の増減分 △1,659 職員の変動による増減分

本年度

前年度

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給　　料 41 597 
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制度改正に伴う増減分

支給期

支給率

その他の増減分

時間外勤務手当 - 期 末 勤 勉 手 当 △990 
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当 -            

△87 

住 居 手 当 △336 通 勤 手 当 154 

特 殊 勤 務 手 当 - 管 理 職 手 当 - 

2.250 2.250

△1,019 職員の変動による増減分 扶 養 手 当 240 地 域 手 当

786 期末勤勉手当 786 支 給 割 合

　6月 12月

（単位　千円）

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考
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　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア  職員１人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　　　イ　初任給

(円) (円)

高校卒
令和5年1月1日現在

164,100 154,600

大学卒 191,700 185,200

令和6年1月1日現在
166,600

大学卒 202,400 196,200

高校卒 176,100

行政職（一）

国　の　制　度
区　　　　　　　　　分

一　般　行　政　職

令和5年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 320,041

平 均 年 齢 36.50

平 均 給 料 月 額 276,739

35.30

区　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職

令和6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 276,420

平 均 給 与 月 額 322,767

平 均 年 齢
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　　　　ウ　級別職員数

備　　　　　　　　　考
（　　）内は暫定再任用短時間勤務職員及び任期
付短時間勤務職員について外書き

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

3

1 10.0

（     ） （     ）
4 40.0

（     ）

（     ） （     ）
30.0

（    1） （100.0）

（    1） （100.0）

（     ）

（     ）

10.0

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

（100.0）

（     ）

1　級

2　級

3　級

4　級

5　級

6　級

10 100.0
計

7　級

8　級

（    1） （100.0）

（     ） （     ）
1 10.0

（     ） （     ）
1 10.0

計

1 10.0

1

10 100.0

7　級

8　級

5　級

6　級

（     ）

10.0

1

3　級

4　級
（     ）

1　級

2　級

10.0

3 30.0

3 30.0

（    1）
1

区　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％）
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　　（級別の基準となる職務）

区　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 7　級 8　級

主 事 補 主    事 主    任 主    査 主    幹 課    長

栄 養 士 保 健 師

一般行政職
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　　　　エ　昇給

職 員 数 （Ａ） (人) 10 10

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人) 10 10

2号給 (人) 1 1

4号給 (人) 9 9

6号給 (人)

8号給 (人)

　 (％) 100.0 100.0

職 員 数 （Ａ） (人) 10 10

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人) 10 10

2号給 (人)

4号給 (人) 10 10

6号給 (人)

8号給 (人)

　 (％) 100.0 100.0

前
　
年
　
度

一 般 行 政 職合　　　　計

号 給 数 別 内 訳

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　分

本
　
年
　
度

号 給 数 別 内 訳

比 率 （Ｂ）／（Ａ）
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　　　　オ　期末手当・勤勉手当　

※　（　　　）内は暫定再任用職員

　　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（2.35）

（1.150） （2.30）

2.250 4.50

2.200

（1.175）
2.250

（1.175）

国の制度
（支給率等）

支給率等

区　　分

前 年 度

国 の 制 度

20年勤続の者　（月分）

その他の加算措置等区　　分 備　　　　　　　考

支給率等 定年前早期退職特例措置（2％～15％加算）

47.7090024.586875 33.27075 47.70900

備  考

最高限度　（月分）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

25年勤続の者　（月分） 35年勤続の者　（月分）

（1.175）

6月　（月分） 12月　（月分）
支給率計　（月分）

職 制 上 の 段 階 、 職 務
の級等による加算措置

支　給　期　別　支　給　率
区　　分

2.250 4.50

4.40

（1.175） （2.35）

2.200

本 年 度

2.250

（1.150）

国の制度
（支給率等）

定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

有

有

有

− 336−



　　　　キ　地域手当

％ 人 ％

　　　　ク　特殊勤務手当

(％)

　　　　ケ　その他の手当

支　　　給　　　率

6

支給対象職員数 国の指定基準に基づく支給率

10 6

区　　　　　　　　分 全　　職　　種 一般行政職

- -

- -給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

代表的な特殊勤務手当の名称

（％）

住　居　手　当

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

扶　養　手　当

同　　　　　じ

区　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

通　勤　手　当 同　　　　　じ

同　　　　　じ
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　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（現年度分）
（単位　千円）

期   間 金   額 期   間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

4,660 令和６年度 限度額に同じ 限度額に同じ
│

令和７年度

（過年度分）
（単位　千円）

期   間 金   額 期   間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

5,412 令和５年度 4,136 令和６年度 1,276 1,276

の支出見込額 の支出予定額 特　　定　　財　　源
一般財源

事　　　項 限　度　額

前年度末まで 当該年度以降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

特定健診等委託業務（特定
保健指導分）

特定健診等委託業務（特定
保健指導分）

事　　　項 限　度　額
前年度末まで 当該年度以降 左　　の　　財　　源　　内　　訳
の支出見込額 の支出予定額
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